
指標：

事務事業の
性格

類型

平成 20 年度 終了(予定)時期 平成 年度 会計区分

　Ⅰ-２　投入量

No. 区分 H20年度決算 H21年度決算 Ｈ２２年度決算 H23年度予算 H24年度予算

① 　事業費 （千円） 10,826 25,092 17,396 21,555 18,790 
（千円） 17 45  236 200 

2,488 3,109 5,361 2,137 6,077 
1,963 290 1,348 604 

12 28 61 90 153 
891 2,112 

100 262 
①’ 委託料 6,346 20,729 9,862 17,644 11,494 

② （％） 58.6% 82.6% 56.7% 81.9% 61.2%

③ 　人件費（24年度は見込） （千円） 25,108 23,281 42,720 51,141 51,141
職員(課長級） （人） 0.51 0.42 0.50 0.62 0.62
職員(課長補佐級、係長級） （人） 0.96 0.95 1.00 1.00 1.00
職員(係員） （人） 1.02 1.00 2.00 3.70 3.70
嘱託職員等人件費 （千円） 10,398 3,514 3,514 

④ 　年間経費（①＋③） （千円） 35,934 48,373 60,116 72,696 69,931 
⑤ 　特定財源（市税等の一般財源以外） （千円）      

（千円）

（千円）

その他( )（千円） 　

⑥ 　京都市年間負担経費（④－⑤） （千円） 35,934 48,373 60,116 72,696 69,931 
⑦ 　受益者負担率（受益者負担分÷④） （％） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

(評価票作成者)

実施根拠
(法令，条例，
規則，要綱等)

所管局部課等
事務事業名

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

＜委託先の名称＞京都環境事業協同組合，NPO法人
木野環境，（株）大広関西　等
＜委託内容＞クリーンセンターにおける古紙類の
資源化調査，業者収集マンションから出るごみの
資源化ルート調査，新聞広告版下作成　等

委託(補助)先の名称，委託(補助)の内容

業務運営方法

 ■ 部分委託

 □ 部分補助等

 □ 直営

２２決算額
（千円）

２３予算額
（千円）

今後の方向性 ２４予算額
（千円）

目標達成度評価

21,555 

事業ごみ量

17,396 
現状のまま継続

075-366-1394

 □ 全部委託

事業ごみ減量推進課長　志渡澤　祥宏

(連絡先)

事業ごみ減量，リサイクル促進普及啓発

http://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/soshiki/5-8-0-0-0.html

 事業ごみを排出する市内事業者

（誰を，何を）

受益者負担分(使用料, 手数料等)

 □ 全部補助等

京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例
京都市循環型社会推進基本計画（2009－2020）

□　義務的事業　　■　任意的事業

１１　その他

通信運搬費

■　一般会計　　　□　特別会計

①ごみの発生そのものが少なくなる事業活動を社会全体で支える仕組みを構築する。
②「公共による焼却・埋立」から，排出事業者責任の下での資源化促進を図りつつ，社会全体でごみの発生抑
制，再使用，再生利用を推進し，適正な廃棄物管理を行う。

　Ⅰ-１　事業の概要

A　一般型（平成２２年度分）

通常評価

平成23年度

Ⅰ　事業の概要

環境政策局事業系廃棄物対策室

　平成22年3月に策定した「みんなで目指そう！ごみ半減！循環のまち・京都プラン－京都市循環型社会推進基
本計画－」(2009-2020)の重点戦略として，事業ごみの減量対策が位置づけられていることを踏まえ，更なる事
業ごみの減量に向け，排出事業者に対する啓発等を推進する。

使用料及び賃借料

事務事業評価票 1035001No.

事
業
概
要

18,790 

役務費

開始時期

目　　的

年間経費等推移

調査委託，発送委託　

需用費

　委託料が事業費に占める割合（①’÷①）

国庫・府支出金

その他

活　動
内　容

対　象

（どのような手段で）

旅費

（どのような状態にしたいのか）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%110%120%

H20年度

H21年度

Ｈ２２年度

かなり悪い 悪い 普通 良い かなり

http://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/soshiki/5-8-0-0-0.html


２/２　ページ

事業名

　Ⅱ-２　業績評価（Ⅱ-１　市民と行政の役割分担評価は「通常評価」のため省略）

単位 H20年度 H21年度 Ｈ２２年度 H23年度 H24年度

ｔ 340,000 301,000 293,000 284,000 275,000
ｔ 321,222 286,578 257,894
％ 105.5% 104.8% 112.0%

評価 かなり良い かなり良い かなり良い

ｔ 45,000 51,000
ｔ 0 34,638 68,106
％ #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

評価 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

総合評価

指標名 適用年度 単位

指標名 適用年度 単位

No. 単位 H20年度 H21年度 Ｈ２２年度

① ｔ  34,638 68,106 
② 千円 35,934 48,373 60,116 
③ 円/単位 #DIV/0! 1,397 883 
④ #DIV/0! -36.8%

＜現状分析，今後の方針等＞

Ｃ 市民参加度

＜調査の有無＞ ＜調査結果，現状分析等＞

＜調査方法＞ ＜調査時期＞

＜現状分析，今後の方針等＞

平成２３年度
の実施状況

主に中小事業者向けの施策の充実を図るため，新たに以下の事業を行った。
○商店街を対象としたワークショップの実施　　○業界団体を対象とした講習会の実施
○事業ごみ減量ニュースレター「ごみゅにけーしょん」の発行

市会・監査・
外部機関等か
らの指摘

平成23年2月市会で事業ごみ減量を取り組むにあたって，コンビニ事業者における意見聴取の必要性について質問が
あった（民主・藤川議員）。

Ｅ 環境保全
及び環境負荷
軽減の要素

 ■　環境　　□　関連　　□　一般 　事業ごみの減量・リサイクルを推進することにより，循環型社会を構築していく。

Ⅲ　今後の方向性

現状のまま継続

（今後の方向性の理由及び具体的な内容）

「みんなで目指そう！ごみ半減！循環のまち・京都プラン」の重点戦略である事業ごみの減量に向け，昨
年度に引き続き，排出ルール・減量方法，優良事例を紹介するニュースレターの発行，商店街を対象とし
たワークショップの実施，業界団体を通じた講習会を開催するなど，幅広く取り組んでいく。また，事業ご
みや産業廃棄物ごとに作成されているリーフレットを一冊に網羅したわかりやすく利便性が高いハンド
ブックを作成し，きめ細やかな指導を行っていく。

平成２１年度と比べ，平成２２年度の活動実績が増加したため効率性が良くなった。

実施段階　□高　□中　□低　■無

評価段階　□高　□中　□低　■無

Ｄ 市民満足度
　□有　　□無　　■該当しない 　市民満足度調査は行っていない。事業者等に対する施策であり，一般的な市民満足度

では計りえない。

企画段階　□高　□中　□低　■無
　施策の対象が事業者・許可業者等に特定されることから，市民参加は行っていない。
今後も予定していない。

評価 #DIV/0! かなり良くなった

＜コスト変動の理由等＞

　事業ごみ量を指標にすると，減少すればする程，効率性が下がるといった評価上の不都合が発生したため，平成22年度から
「事業ごみ減少量」を効率性の評価基準とする。

指標の種類

指標２

増加することが良いとされる指標

区分

目標値設定の考え方

指標２

指標１

　「京都市循環型社会推進基本計画(2009-2020)」に定
める目標値を設定した。
補足：前計画から新計画に移行するに当たり，ごみの
集計方法を変更している。

　事業ごみの減量，リサイクルを促進した結果が，市の処理処分量と
して反映されるため。また，「京都市循環型社会推進基本計画(2009-
2020)」に定める指標であるため。

目標値　…①

実績値　…②

目標達成度（②÷①）

□ 有　■ 無

分　　析

＜実績値の変動理由等＞

　業者収集ごみの透明な袋での排出義務化（平成22年6月～），事業者に対しての事業ごみの排出ルールや分別方法等を分か
りやすく掲載したパンフレットの配布（平成22年11月～），告示産業廃棄物の受入廃止（平成21年10月～）等の実施により，
大幅に事業ごみ量が減少した。

指標変更
の有無

事業ごみ減少量

事業ごみ減量，リサイクル促進
普及啓発

Ａ 目標達成度

目標達成度（②÷①）

指標名

指標１
事業ごみ量

指標の種類

平成23年度
（平成２２年度分）

Ⅱ　評価結果

減少することが良いとされる指標

区分

目標値　…①

実績値　…②

指標の選択理由

指標変更
の有無

□ 有　■ 無

分　　析

　「京都市循環型社会推進基本計画(2009-2020)」の基準年度（平成
２０年度）からの事業ごみ減量効果を測定するため。

　「京都市循環型社会推進基本計画(2009-2020)」に定
める目標値を設定した。
補足：新計画の基準年度（平成20年度）からの事業ご
み減少量としている。

単位当たり経費（②÷①×1,000円）

事業ごみ減少量

Ｂ 効率性 年間経費（事業費及び人件費の合計額）

単位当たり経費変動率


